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蘭領期インドネシア華人の多重 ｢国籍｣

と法的地位の実相

- MorethanDual"Nationalities"andLegalStatus

ofChineseinColonialIndonesia-

貞 好 康 志

はじめに

本稿は､20世紀前半を中心とするインドネシア (1945年まではオランダ領

東インド､以下略して蘭印)における中国系の移民や子孫 (以下､華人と総

称)(1)の､国家との関係における法的地位の変動過程を整理し､その多元性 ･

重層性を浮き彫りにするとともに､それらの諸要因を歴史的に考察しようとす

るものである｡

現代の世界で､国家との関わりにおける人間の法的地位の最も基本的なもの

は国籍 (nationality)であろう｡国籍は､ある人間が特定の国家へ帰属する

ことを表す法的な紐帯である｡そのような国籍の概念と制度は､18世紀以降

のヨーロッパで近代国家群が互いに競合しながら発展する中で形成され､19

世紀から20世紀にかけてヨーロッパによる植民地支配を主要な媒介要因とし

て世界中に普及した｡全ての人間が国籍を持っべきとの理念は､1930年ハー

グ条約(2)で ｢一人一国籍｣の原則と共に謡われ､第2次世界大戟を経て､1948

年の世界人権宣言第15条第1項にも ｢一つの国籍を持つ権利｣として盛り込

まれた(31｡

世界の空間とあらゆる人々が諸帝国や植民地国家､ついで国民国家群によっ
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て分割され尽くしてゆく近現代においては､どこかの国に属すことによって､

人々の政治 ･社会生活における基本的な権利が初めて保証される｡同時に義務

も定まる｡無国籍では生活の基盤となる諸権利や保護がどの国からも与えられ

ない｡逆に多重国籍だとどの国の主権･管轄下に入るか､どの国の政府に対し

て義務の遂行が求められるのか､唆味になることがあるOどの国の法に則って

どう納税するか､あるいは戦争状態に巻き込まれた時どの国に忠誠を誓うか､

などは端的な例であろう(4)｡

--グ条約や世界人権宣言で国籍保有の権利や一人一国籍の原則がわざわざ

謡われたということは､逆に考えると､20世紀前半から中葉にかけて､国籍

の概念と制度が普遍化 ･規範化すると同時に (むしろそれゆえに)多重国籍や

無国籍の状態に陥っている人々の存在が国際的な問題として浮かび上がった､

ということを意味しよう｡無国籍者や多重国籍者をめぐる諸問題がすなわち国

籍問題である｡それは本人や家族にとっても往々にして死活的問題だが､とり

わけ集団規模で起きると国際問題にも発展する｡

国籍問題が発生する要因は様々だが､国籍という概念 ･制度が普遍的規範と

なる反面､誰がある国の民となるかを決定する国籍法の制定が各国の専権事項

であること､しかも国籍の決め方が統一されておらず､複数の原則が並存して

いることが根底にあるOもう一つは､領域国家によって世界中の空間が囲い込

まれ ｢国境｣が創出 ･強化された近代以降に､それと反比例するかのごとく､

かつてなく大量の人々がその国境を超え移動する現象が同時に起きたことであ

る(5)｡複数の国籍決定原則､代表的には生地主義と血統主義のはぎまで無国籍

や多重国籍になった人々は､移民 ･難民など何らかの理由で国境を超え ｢移動｣

した人々かその子孫であることが多い｡

このような国籍問題の当事者として､東南アジアの華人は典型的な人々だっ

た｡また､東南アジアの国民国家統合における所謂 ｢華人問題｣にとっても､

国籍問題は重要な領域を成してきたO華人問題には大きく分けて国家や政和 こ

.21



とっての政治 ･経済的な局面と､当事者である華人の暮らしやアイデンティティ

に関わる局面があるが､いずれにおいても､彼 (女)らの国籍のありかを確定

することは､基底的･前提的な問題であった(6)0

東南アジア華人の国籍問題は､ほとんどの場合､｢二重国籍｣の問題として

捉えられてきた｡すなわち､中国と居住国の国籍を同時に保持している状況が

あり､それは当事者にとってもいずれの国にとっても不都合だとの認識のもと､

二重国籍状態の解消が目指されてきた､という捉え方である｡これはインドネ

シアについても同様である｡むしろ､東南アジア華人の二重国籍問題という時､

最も頻繁に代表例に挙げられるのはインドネシアだといってよい｡それには､

1955年インドネシア自身がホスト国となって開催された第 _l回アジア ･アフ

リカ会議の折､中華人民共和国との問で二重国籍の解消をめざす条約を同国が

他国に先駆け締結したこと､その後両国の政治的混乱や外交関係の悪化と共に

問題の解決が行余曲折をきわめ､両国関係ひいては東アジアの国際情勢になが

く影を落としたことなどが影響しているだろう｡

インドネシア華人の二重国籍問題の ｢淵源｣ として､20世紀初頭の清朝と

蘭印政府による国籍法制定の応酬も､しばしば引き合いに出される｡すなわち､

1909年清朝が血統主義に則った国籍法を発布､これに対 し翌1910年蘭印政府

が生地主義による臣民法を制定した｡これにより､蘭印生まれの華人は二重国

籍状態に陥った､という説明である｡

その経緯自体は概ねその通りだが､これらをもって､あたかもインドネシア

華人の国籍問題イコール植民地期から引き継がれた ｢二重国籍｣問題だ､と単

純化することには問題がある｡例えば､中国の国籍法における血統主義は､末

期清朝 ･中華民国 ･中華人民共和国を通じほぼ一貫して継承されたが､インド

ネシアが1958年初めて自前の国籍法を制定した時､蘭印時代の生地主義から

一転して血統主義に切り換えたことに注意を払う研究書はほとんどない｡1955
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年の条約締結以降も､特に1960年代後半から1980年代にかけては､インドネ

シアの華人の多くが二重国籍というより無国籍 (国籍不確定)状態に置かれて

いた､という方が実態に近い｡また､20世紀後半を通して､｢中国｣は中華人

民共和国と台湾に事実上分裂していたが､台湾との三角関係という視点を取り

込んだ研究は筆者の知る限り存在しない｡

このように20世紀後半 (インドネシア独立以降)についても多くの研究課

題が残るが､それらに取り組む前段階の作業として､本稿では､20世紀前半､

特にオランダ植民地期の状況を整理することに主眼を置く｡インドネシア華人

の国籍問題を考える上で､20世紀前半の蘭領期は同世紀後半以上に複雑な状

況であり､研究課題が多い｡また､上述した清朝と蘭印政府間の応酬以外にも､

20世紀前半の問題が､20世紀後半ひいては今日にまで至る ｢華人問題｣にな

お尾を引いていると思われる事柄が少なからず存在するからである｡

インドネシア華人の国籍問題を直接の対象とする研究として､Willmott

[1956]､蕉 [1993]､Coppel[1970;2002]などがあり､それぞれ参考となる｡

また､インドネシア華人を対象とする研究が部分的に国籍問題に言及している

場合も多い｡だが､どの研究をとっても､次の視点のいずれか又は複数が欠け

ており､なお包括的とは言い難い17)｡本稿の視座における特徴は､(1)蘭印

もしくはインドネシアの ｢一国研究｣に陥ることなく､広域東アジア (狭義の

東アジアと東南アジアを含む)全体を見渡すと同時に､ヨーロッパ特にオラン

ダ本国の動向も加えた広い視座に立つ｡(2)20世紀前半の広域東アジアの大

半が､帝国およびその一部たる植民地の状況にあったことを重視するC具体的

には､清朝や蘭印を含め､帝国や植民地である以上､｢国籍｣が登場する以前

も以後も､それと似て非なる ｢臣民権｣(subjectship)や ｢市民権｣(citizens

hip)､さらに ｢人種｣(race)などを基準とする住民区分と法的待遇における

差別が実際的な意味を持っていたことに着目する(8)0 (3)当事者たる華人の

間に､国籍や法的地位をめぐる状況を克服､ある場合には利用しようとする主
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体性があったことに目を配る｡

これらの視点に立って､本稿では以下､3節構成で考察を進めてゆく｡第1

節では､19世紀以降の近代植民地支配下における華人の法的地位の変遷とそ

の諸要因を､第2節では､清朝とオランダとの間で生じた蘭印華人の ｢二重国

籍｣状態 (と一般にいわれる事態)の実相を探る｡第3節では､蘭印華人によ

る ｢ヨーロッパ人｣と同等な法的地位獲得の努力のうち､あまり知られていな

い幾つかの側面について明らかにするO最後に20世紀後半 (インドネシア独

立および中華人民共和国成立後)の国籍問題や華人問題全体に接続する研究へ

の展望を覚え書きとして記すが､基本的には20世紀前半という歴史時代それ

自体に即した理解を主眼に置く｡

第 1節.植民地複合社会における華人の法的地位

のちの ｢国籍｣にもつながっていく蘭印華人の法的地位を考える時､一つの

出発点になるのは､1854年統治法 (Regeringsreglement､通称R.氏.)である｡

18世紀末に解散したオランダ東インド会社に代わって19世紀にはオランダ国

家自体が東インド植民地の経営主体となってゆくが､1854年に成立し翌年発

効した統治法は､蘭印統治の規則全般を初めて包括的に定めたもので､実質的

に植民地の憲法として機能した(9)｡その第 6篇において東インドの ｢居住者

(ingezeteneないしbevolking)｣に関する規定が初めて設けられた｡｢植民地

を統治するためには､領土に対する主権の存在を確認するだけではなく､そこ

に居住する住民を区分し､管理していくことが前提となる｣[吉田2002:117]

からである｡

こうして設けられた植民地期の住民区分として､今日まで最も頻繁に引き合

いに出されてきたのは､ ｢ヨーロッパ人 (Europeanen)｣､ ｢原住民

(lnlanders)｣､｢外来東洋人｣(VreemdeOosterlingen)という三つのカテゴ
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リーから成る､いわば三分法である｡この中で華人は､アラブ系､インド系住

民などと共に､出生地を問わず､｢外来東洋人｣の-範噂として分類される.

この三分法は､1930年代末にファーニヴァル [Furnivall1939]が蘭印社会を

描く際の基本的な枠組とされた｡彼がこの書の中で提示し反響を呼んだ ｢複合

社会 (PluralSociety)｣の具体的モデルとして､現在に至るまで蘭印の社会

構造についての言説に大きな影響を及ぼしている(l伽｡

しかし､1854年の統治法そのものは､居住者を ｢ヨーロッパ人｣と ｢原住

民｣の二つに峻別した点に最大の特徴がある｡厳密には､その109条で ｢ヨー

ロッパ人｣及び ｢それと同等祝される者 (gelijkgesteldepersonen)｣と､｢原

住民｣及び ｢それと同等祝される者｣とが区分された(川｡永積 [1980:139-140]

は､19世紀前半まで ｢キリスト教徒及びユダヤ教徒｣と ｢それ以外の者｣が

区別され異なる法律下に置かれたり (1826年以降)､｢原住民キリスト教徒｣

のカテゴリ-が創られヨーロッパ人と同等にみなされる (1847年)など､｢宗

教｣が住民区分の主要な基準であったのに対し､1854年統治法以降､｢人種｣

(ras)による区別こそが住民区分の第-の基準になったことを強調する(13｡こ

の ｢二分法｣の中で､華人は他の外来東洋人と共に､｢原住民と同等祝される

者｣という第二カテゴリーに位置付けられていたのである｡

コベルの最近の研究 [Coppe12002:132-135]も指摘している通り､｢ヨーロッ

パ人/原住民/外来東洋人｣という三分法が制度化されたのは意外に新しい事

態である｡部分的な法改正としては幾つかの説があるが､法的な制度的枠組の

完成という観点からは､1925年説が最も有力である｡ この年､1854年統治法

を約70年ぶりに全面改正した東インド国家組織法 (IndischeStaatsregeling､

通称Ⅰ.S.)が発布され､その163条で華人を中心とする ｢外来東洋人｣の区分

が ｢原住民｣の範時から明確に独立したからである(13.

とはいえ､1925年以前､19世紀後半の段階で､統治法上は ｢原住民と同等

祝される者｣と規定された華人が､実際には様々な点で原住民とは別扱いされ､
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事実上 ｢ヨーロッパ人｣､｢原住民｣と鼎立する第3の住民カテゴリーをなして

いた面も否めない｡例えば､華人を含む外来東洋人は､刑法の面ではヨーロッ

パ人用の法廷 (RadenvanJustitie) と別に置かれた原住民用裁判所

(Landraden)､また軽犯罪については警察裁判所 (politierol)で裁かれたが､

1856年以降､民法と商法の面ではオランダの法律が少なくとも一部の外来東

洋人 (オランダ人と商取引の関係を持っていた者)に適用された｡民法の中で

も家族法と相続法に関しては華人独自の法律が適用された (1919年以降､蘭

印生まれの者､すなわち後述するオランダ臣民身分に入った者については､オ

ランダ式の家族 ･相続法の下に置かれるようになる)(川｡

｢外来東洋人｣の中でも､華人はアラブ系やインド系住民その他に比して圧

倒的に人口が多く (例えば1930年の国勢調査で華人は蘭印全土に約119万人居

住していたのに対し､その他の外来東洋人は総計で約11万人に過ぎなかった)

[Volhstelling1930]､1860年以降の ｢植民地報告 (ColonialeVerslagen)｣

でも他の外来東洋人とは区別されて独自に人口をカウントされていた(lgoこの

ように華人が原住民と異なる独自の扱い､外来東洋人の中でも別格の扱いをさ

れたのは､とりわけ19世紀の植民地経済の中で､村落で一次生産に従事する

原住民とヨーロッパ人資本家層とを取り結ぶ仲介商業や､植民地財政を支える

徴税請負制度をも華人が中心的に担っていたことが影響しているだろう｡

蘭印､特に行政や経済の中心であったジャワでは､華人の中でも代々定住し

原住民社会と通姫を重ねた結果､現地生まれで文化的にも現地語を母語とする

など混交文化の特色をもつプラナカンが､中国生まれの新来移民 トトッを人口

的に凌駕していた (例えば1920､1930年の国勢調査ではプラナカンが7-8

割を占めた)(1税｡両者は互いに異なる文化集団だとの認識を持っていたが､蘭

印政府は出生地や文化実態などに関わらず､すなわち､プラナカンとトトッを

ひっくるめ､Chinezen(｢中国人｣ないし ｢シナ人｣の語感に最も近い)と一

括把握していた｡東インド会社支配の最初期､1619年バクビアに ｢中国人｣
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を統括するカピタン職が設置されて以来､特に1740年以降はジャワを中心と

する各都市でプラナカンを含む華人は居住区指定制度 (wijkenstelsel)に閉じ

込められ､カピタンをはじめオランダ側の任命した頭目による間接支配のもと

に置かれていた(loo

1900年バクビアで最初に設立され､ジャワを中心とする全土に瞬く間に広

まった中華会館 (TiongHoaHweeRoan)に代表されるように､20世紀に

入る頃から､代々定住するプラナカンと新たに流入するトトッの交錯と協力の

中で､両者を含めた ｢華人 (中華の福建音Tionghoaとインドネシア語の人

orangの合成語-中華人orangTionghoa)｣ないし ｢中華民族 (bangsa丁ion

ghoa)｣としての集団的自己意識が発生し､近代的な政治運動や社会組織の結

成､独自の学校教育運動などが始まるOこの要因として､一方では､清末の政

治的動乱を背景に､清朝の官吏､康有為などの変法派､孫文に代表される革命

派が東南アジアを訪れ在外華人 (彼らを指して ｢華僑｣という呼称がこの時初

めて広まった)への影響力を競ったことも無視できない｡しかし､そのような

外的要因とともに､蘭印植民地社会の法的枠組の中で､華人が ｢中国人/外来

東洋人｣と一括され､かつ様々な差別待遇に晒されていたこと､しかもそれへ

の不満が高まっていたことが重要である(1㌔ 上述した差別的裁判制度､居住区

指定制度､それとセットになった旅行制限制度 (passenstelsel)はその筆頭と

してしばしば指摘されるが､たとえ何代定住 しようとも ｢原住民｣ではない

｢外来人｣として土地所有権が与えられなかったこと､逆に原住民には課され

ない財産税を徴収されたこと､｢中国人らしい衣服｣や粁髪の強制､華人であ

るがゆえに官吏登用や公教育から実質的に排除されていたことなども不満の種

であった(191｡

これらの差別待遇のうち幾っかのものは､1910年代以降､建前上もしくは

実質的に緩和 ･廃止に向かう榊が､その基礎となった華人の法的身分一蘭印の

｢居住者｣として植民地の法律に服すが､｢ヨーロッパ人｣と峻別され､｢原住
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民｣とも区別された ｢外来東洋人｣とされたこと､その中でもプラナカンとト

トッを問わず ｢中国人｣と一括されたこと一自体は決して廃止されることなく､

次節で述べる ｢国籍｣(らしさもの)の登場後も､相互に重なり合いながら全

て生き続けたことがきわめて重要なポイントである｡

第2節.清朝一両印間の国籍法の応酬をめぐる諸問題

1910年前後､清朝による血統主義国籍法の制定とオランダによる生地主義

臣民法の発布によって､蘭印生まれの華人が酒 ･オランダに両属する結果とな

り､これが現代的な二重国籍問題の淵源になったとされることについては､序

論で触れた.本節では､この応酬と国籍の ｢二重性｣に関する諸問題を整理検

討する｡

まず､1909年3月28日付で発布された清朝最初の近代的国籍法 ｢大酒国籍

条例｣が､在外華人に対する歴代王朝とりわけ明 ･清の棄民政策､無干渉主義

を大転換したものであったことは従来の諸研究が指摘する通りであろう(2㌔ や

や巨視的な観点からは､海外で活動する自国の変法派や革命派のみならず､ア

ジアの植民地化を進めつつあった欧米列強との対抗に迫られた清朝が､数の上

でも政治 ･経済的にもいまや無視し得ぬ存在となった在外華人を取り込もうと

する策だったとみることができる｡だが､よりつぶさにこの国籍法制定の経緯

をみた時､前年1908年にほかならぬ蘭印華人の一部から速やかな国籍法制定

の要請があったこと､その蘭印章人たちはオランダ本国議会での新しい (結果

的には臣民法となる)国籍法制定の動きを知っており､彼らをオランダ側にと

りこもうとする内容に危機感を覚えていたことなどを指摘した､Li[1990]ら

の研究成果は､清朝とオランダの応酬において､両国政府のみならず､華人自

身が重要な媒介主体であった点に光を当てており､非常に興味深い¢分O

他方､オランダ政府が1910年2月10日に公布した臣民法は､大局的にみれ
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ば､近代植民地国家の完成途上の一般的要請に根ざすとみることができるが､

短期的 ･直接的には､清朝との対抗における ｢華人問題｣への対応の一環とい

う面が強い｡1900年バクビア中華会館の設立以降､蘭印華人の運動は次々に

発刊されたマレー語 (後のインドネシア語)の新聞を主要なメディアとしなが

ら勢力を強めていた｡それらは全体として､蘭印における華人への差別待遇の

撤廃を要求するものであったが､中には孫文らの革命思想の影響を受けて反植

民地主義､ひいては反オランダの姿勢を明確にするものもあった｡他方では､

1908年ジャワ人を中心とする民族主義団体プディ･ウトモが結成されるなど､

｢原住民｣の間でも (華人の政治組織や新聞という最新メディアをモデルとし

つつ)後のインドネシア･ナショナリズムにつながる運動が勃興した｡華人と

｢原住民｣を分割統治したのはオランダ植民者自身であるが､その区分にそっ

た両者の ｢ナショナリズム｣が競合的に発展することや､住民レベルで両者の

衝突を招く (実際1912年華人とジャワ人 ･アラブ人の間の暴力的衝突が各地

で発生する)ようなことは､植民地の ｢秩序と安寧｣を何より重んずる蘭印政

庁にとってゆゆしき事態であった｡

この前後に蘭印政庁は､1908年華人子弟向けのオランダ式学校 (HCS)杏

設立し始め､各地の中華会館が併設した中華学校とそこで行われる中国志向の

教育に対抗した｡1914年には旅行制限制度と警察裁判所を廃止するなど華人

側の要求に一定の譲歩を示し､1918年に開設する植民地参議会 (Volksraad)

やそれに先だって創設された地方議会にもオランダ臣民である華人用に一定議

席を用意するなど､蘭印生まれ華人への懐柔策を打ち出す｡オランダ臣民法は､

対華人政策としてはこうした流れの中に位置付けられるのであるC劫0

血統主義を採る清朝国籍法と出生地主義に立っオランダ臣民法のはぎまで､

蘭印生まれの華人の地位が複雑になることは､両国政府によって十分に認識さ

れていた｡この問題は､1911年5月3日に締結された蘭領植民地における清

国領事の設置条約で､領事館開設を急ぎたい清国側が妥協する形で解決が図ら
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れた｡すなわち､清朝政府は､蘭印生まれ華人がオランダとその植民地領内に

いる限り､オランダの法律に服すべきことを承認したのである｡逆にオランダ

側は､蘭印生まれ華人が蘭領を離れた時には､中国籍かオランダ籍かを自由に

選択することができる､と認めたe屯｡しかし､清朝が､血統主義に基づく在外

華人の中国への帰属と､彼らに対する中国の主権の主張自体を放棄したわけで

はない｡領事条約締結から5ケ月後に武昌蜂起で始まった辛亥革命の結果､清

朝は倒れるが､翌年成立した中華民国は､国籍法における血統主義を引き継い

でゆく田Oこれをもって､蘭印生まれの華人は潜在的に二重国籍状態に置かれ

続けた､といわれることが多いのである｡

だが､それに加えて､オランダ王国との関係において､あるいは本国と植民

地を含めたオランダ帝国内部においても､蘭印の華人がダブル･スタンダード

のはざまに置かれた点を見逃せない｡むしろ､蘭印領内に住むほとんどの華人

にとっては､こちらの方が実生活上､より切実な問題であった｡オランダ臣民

法は､1910年代に設立される地方議会やその頂点に立っ植民地参議会の被選

挙権や官吏被任命権､ 永代借地取得権､ 鉱業取得権 の伴 う臣民身分

(onderdaanshap)を保証するものであったが､それはオランダ国民ないし市

民としての地位 (Nederlanderschap)とは別物だった｡

近代国民国家の成員としての政治的権利を伴 う市民権 (英語のcitizenship

にほぼ相当するオランダ語のburgerschap)は､19世紀半ばから後半にかけて

のオランダで､徐々に法制化されていった｡1848年に欧州二月革命の影響を

受けて行われた憲法改正は､立憲主義を確立し､｢国民国家オランダ｣の成立

を画するものであった [吉田2000:4,2002:118]が､その憲法第5条は､市民

権 (参政権及び公務就任権)を享受するにはオランダ国民でなければならない

ことを定めた｡これを受けて1850年に成立 した国籍法第 1条 1項は､｢市民権

の享受に関するオランダ人とは､ヨーロッパにおける王国内に定住する両親か

ら出生した者｣と定め､事実上､植民地の ｢原住民｣(ならびに1854年の統治

一一11.



法で ｢原住民と同等祝される者｣とされる華人などの ｢外来東洋人｣)を ｢オ

ランダ国民 (市民)｣から排除したCO｡1892年に発布された ｢オランダ国籍及

び居住権 に関 す る法 律｣ (Wetop betNederlanderschap en bet

lngezetenschap)は改訂国籍法と捉えられるが､これも第1条で､市民として

のオランダ人 (Nederlander)を ｢オランダ人の地位を持っ者から生まれた者｣

だと､典型的な血統主義によって規定していた [Gautama1958:10]｡

1892年の改訂国籍法では､オランダ国籍を保持 しない者は外国人だと規定

したが､これによって､植民地の ｢原住民｣(並びにそれと同等祝される ｢外

来東洋人｣)はオランダの統治に服しながら､国籍上は外国人とみなされる事

態に陥ったOこの不都合を解消し､植民地の ｢原住民｣や ｢外来東洋人｣が国

際法上オランダに帰属することを明確にするために発布されたのが､1910年

の臣民法だったという面もある [吉田2002:138]｡

だが､重要なことは､この臣民法はそれ以前の国籍法にとって代わるもので

はなかった､という点である｡市民的権利を伴う ｢オランダ人｣を血統主義に

則って規定する法的状況は､そのまま生き続けた｡そもそも1910年臣民法の

正式名称は､｢非オランダ人の (ための)オランダ臣民権法｣(Wethoudende

regelingvanbetNederlandsonderdaanschapvanniet-Nederlanders)であっ

た｡華人は (その他の ｢外来東洋人｣や ｢原住民｣と共に)オランダ臣民

(Onderdaan)となっても､オランダ市民 (Nederlander)としての政治的権

利からは周到に排除されていたのである｡中国側の血統主義国籍法との対比に

おいて､1910年オランダ臣民法は生地主義国籍法の典型とされるのが一般的

な見方だが､実はその中に植民地的な血統主義があからさまに潜り込んだ ｢入

れ子構造｣になっていた､という方が実態に近いのである｡

第3節 ｢ヨーロッパ人｣身分を目指して
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法的地位や ｢国籍問題｣の当事者たる華人の主体性に注目しようとするとき､

最も眼につきやすく､実際これまでの研究の主要な対象となってきたのは､政

治 ･社会的組織化や新聞などの言説を通して表現される ｢華人運動｣である｡

蘭印における華人運動は､前節までに触れた ｢中国志向｣の運動だけでなく､

1910年代後半以降はむしろ ｢オランダ志向｣ないし ｢蘭印志向｣と呼ぶべき

方向が､華人向けオランダ学校の普及と共に裾野を広げ､力を得てゆく｡その

代表は､オランダ式教育を受け､場合によってはオランダ本国にまで留学した

プラナカン新世代の企業家や専門職業層であった｡彼らはオランダ領東インド

国家という政治的枠組やその臣民としての身分を受け入れ､自分たちの集団的

利益を擁護しようとする点､中国との政治的 ･文化的紐帯をより重視する第一

の潮流と立場を異にしていた｡しかし､蘭印植民地における華人への差別的待

遇に不満を抱き､ヨーロッパ人と同等の法的待遇を要求する点で､両者は共通

していた｡実に､ ヨーロッパ人との法的地位の ｢同等化｣-オランダ語の

gelijkstellingこそ､植民地期華人運動を貫く中心的スローガンだったのであ

る｡

中国志向であれオランダ (あるいは蘭印)志向であれ､運動レベルでの ｢同

等化｣は､植民地における華人ないし ｢中国人｣(Chineezen)を ｢丸ごと｣ヨー

ロッパ人と同等の地位に格上げするよう要求する点に特徴があった｡このよう

に､｢民族｣ないし ｢出身国｣による集団全体の ｢同等化｣要求が運動の基調

となったのには､先例となるモデルが影響を与えたと考えられる｡1899年に

成立した ｢日本人法｣(Japannerwet)がそれである｡これ以前､蘭印在住の

日本人は､華人やアラブ人､インド人などと共に1854年統治法の ｢原住民と

同等祝される者｣に分類されていたが､欧米諸国との不平等条約改正の一環と

して､オランダとの間に結び直された日蘭通商航海条約 (1894年の日英通商

航海条約に準じ､1899年発効)を受け成立したこの法律によって､これ以降､

ヨーロッパ人と同等祝される者｣の待遇を受けることになったのである｡ こ
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の日本人の格上げが､19世紀半ば以来の蘭印における ｢人種｣に拠った住民

区分に初めて風穴を開け､華人運動の勃興にも刺激を与えたことは間違いな

いmo

蘭印在住日本人のヨーロッパ人との同等化は､富国強兵 ･殖産興業をスロー

ガンとする ｢近代化｣がともかくも進展をみせ､欧米列強と伍す ｢強国｣とし

て急速に国際社会で台頭しつつあった本国日本の力を後ろ盾にしたものにはか

ならなかった.だからこそ､蘭印華人の ｢中国志向｣グループは､学校教育や

マスメディアによる啓蒙などを通じて植民地における自分たちの社会の近代化

を目指すと同時に､｢祖国 ･中国｣の近代的強国化を待ち望み､一部の人々は

時に応じて精神的支援のみならず物的･金銭的支援 (投資･義指金 ･故郷での

学校建設など)をも惜しまなかったのである｡

だが､辛亥革命後の中国の政情は混乱をきわめ､国内の ｢近代化｣も国際関

係における ｢強匡げと｣もなかなかおぼつかなかったCようやく南京統一政府の

成立後の1930年初め､中華民国が西欧式家族法を導入しようとした動きに伴

い､蘭印政府が在住華人の ｢ヨーロッパ人との法待遇の同等化｣を現実的な政

治日程に想定し､それに備える動きも一時的にみられた四.が､この時も､華

人全体をヨーロッパ人と同等化した場合に必要な予算 (主にヨーロッパ式法廷

の任を務め得る判事の充当費)の不足や､華人を格上げした場合すぐさま予測

される､より膨大な人口の ｢原住民｣の不満､彼らのナショナリズムへの対処

の困難さなどから､｢同等化｣は実現しなかった｡結局､1940年代のオランダ

植民地支配の最後の時まで､華人全体を ｢丸ごと｣ヨーロッパ人と並みの法待

遇に格上げする政策変更は､遂に行われないままだったのである的o｢ヨーロッ

パ人との地位同等化｣を主目的とした様々な華人運動も､その点では目的を果

たせなかったということになる｡

ただし､全華人の地位を丸ごと向上させようとした運動と別に､もっぱら個
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人のレベルでヨーロッパ人身分を目指し､かつ取得に成功した華人たちも少数

ではあるが存在した｡｢匡】籍｣の多重性という観点からみると､彼らは受動的

というよりむしろ積極的に複数の国籍､ないし臣民身分などそれに準ずる法的

地位を取得し､それらを状況に応じて使い分け利用しようとする人々だった点

で､注目に値する｡

19世紀半ば以来 ｢原住民と同等祝される者｣に位置付けられた華人が､｢ヨー

ロッパ人と同等祝される者｣になる抜け道は､吉田 [2002:134-136]によれば､

1854年統治法の成立時点から幾つか存在していた｡第 1に総督令による行政

裁量とのしての同等視である｡これを許可された者の姓名が官報に記載された

ことから､彼らは ｢官報上のヨーロッパ人｣(Staatsblad-Europeanen)と呼

ばれることになるOO｡1884年の司法長官通達から窺える同等視の基準は､キリ

スト教の信仰告白､オランダ語の十分な読み書き能力､ヨ-ロッパ的思考と習

慣の中での成育､ヨーロッパ社会への完全な適合などの要件を満たすことであっ

たらしいODo第2は婚姻によるオランダ国籍の取得である.これは主に非オラ

ンダ人の女性がオランダ人と法律に則った結婚をした場合､民法典6条の規定

に従いオランダ国籍を､同時にヨーロッパ人としての法的地位を得られるもの

だった.第3は帰化である｡1850年の国籍法は､23歳以上､本国あるいは植

民地での6年間の継続居住､更なる継続居住の意志表明を要件に､帰化を認め

る例外的措置を定めていたO第4に認知であるoオランダ人男性と原住民 (及

びそれと同等視される)女性との正当な婚姻に基づく嫡出子､並びに非嫡出子

であっても父の認知を受けた子は､オランダ国籍と同時に統治法上のヨーロッ

パ人の地位を取得することができた｡

しかし､これらのうち､第1の総督令による同等視は､特に初期はモルッカ

諸島などの原住民キリスト教徒がほとんどであり0カ､第2はオランダ人と正式

な婚姻をした少数の女性に限られていた (オランダ人と原住民女性のカップリ

ングは､ニヤイと呼ばれる妾制度によるものが一般的であった)O第4の認知



はほとんど欧亜混血人 (ユーラシアン)に関わる問題であった｡また､第3の

帰化も､実際には､オランダ本国に移住した上で要件を満たす必要があったo

仮に当時の交通事情の困難を乗り越えてそのような要件を満たしたとしても､

帰化はあくまで例外的措置とみなされており､審査にあたる行政当局は､申請

者のオランダ社会への適応のほどや､生計手段､良好な社会的評判を検討した

上で判断することになっていたから､少なくとも統治法の成立時点で､原住民

(及びそれと同等祝される者)が帰化することは､事実上不可能であった [吉

田2002:135-136]｡

｢原住民 と同等視｣ された華人が､ よ り実際的 にオランダ市民

(Nederlander)の身分を取得する道は､1907年の ｢帰化法｣である程度開か

れた｡しかし､その条件として､オランダ語の会話能力､一定以上の財産所有

などが審査された上､兵役義務や相続財産の男女子への均等配分などが課せら

れたため､これによって実際に帰化手続きをし､ヨーロッパ人と同等の法的地

位を得た華人は､1920年センサスの時点で528人にとどまったとされる榊｡こ

れは当時の華人人口の千人に一人程度に当たる｡

ここまで述べてきたのは､何らかの形で ｢オランダ市民｣となることによっ

て､同時に ｢ヨーロッパ人と同等祝される者｣の地位を得る方法であるが､20

世紀初頭以降の蘭印華人にとっては､全く別の経路で ｢ヨーロッパ人｣の地

位を得る抜け道が存在した｡それは ｢台湾籍｣を得る (あるいはもともと台湾

籍である)ことを通じて､｢日本人｣の地位を得､ひいては1899年の日本人法

に従ってヨーロッパ人と同等の法的待遇を獲得する､という手段である｡日清

戦争後の1895年下関条約によって清から日本に割譲された台湾の人々は､

1897年3月台湾総督府の定めた ｢墓漕住民分限取扱手讃｣によって､｢日本帝

国臣民｣となった [中村1980ニ424-425]｡1908年目蘭間に領事条約が結ばれ､

翌年蘭印に日本領事館が開かれると､台湾人の国籍をめぐってオランダとの交

渉が行われた｡当初は一般の日本人と区別して､在台湾オランダ領事の査証が
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必要とされたが､翌1910年にはその査証も不要となり､台湾人が法的に ｢日

本国籍｣であることが認められる形となった [中村 1980:431]｡

日本籍であることは中国や台湾で事業を行う上でも有利なため､日中台間で

盛んに (不正に)売買されていた [中村1980:425-428]｡蘭印ではむろん法的

に有利な ｢ヨーロッパ人｣待遇を得られるため､台湾からの来住者が増えるほ

か､ながらく台湾を離れ定住している者や､台湾と関係のない者まで､あの手

この手で台湾籍ひいては日本籍を得ようとするケースが増えた｡例えば､多く

の華人が台湾に赴き､500円程度で土地を購入し､日本籍を取得したという伽｡

蘭印在住の台湾籍民は1909年頃には東ジャワの州都スラバヤ方面に僅か30名

程度だったのが､1930年の調査では684人 (うちジャワ在住者657人)に増え

た｡この時点で蘭印在住の日本籍者の約6人に1人が台湾籍民であった計算に

なる｡また､その台湾籍民の6割以上が商業関係者であったとされる脚01899

年の日本人法が ｢ヨーロッパ人との同等化｣を希求する華人運動勃興の一因と

なったことは先述したが､その中でも ｢言語､挙動､服装に至るまで中国人と

同様｣な台湾籍民が日本人と同様の待遇を得られるようになったことが､蘭印

の華人社会に大きな刺激を与えたことは､近年､改めて指摘され始めているOOo

台湾籍っまりは日本籍であること､同時にヨーロッパ人の法待遇を得られる

ことを商業活動に最大限に活用して､経済的に最も成功した蘭印華人として､

当時から知られ､近年アジア経済史を中心とする研究者から注目を集めている

人物に､郭春秋がいる8㌔ 彼は､1859年福建省同安県に生まれたが､1876年中

部ジャワのスマランに渡り､1894年以降､伯父が設立 した郭河東公司の経営

に携わる｡1911年に会社代表となってからは､地元の農産物集荷のほか､と

りわけ第一次大戦期に､台湾から蘭印への茶の輸入とジャワからの砂糖輸出の

二大事業を通じて巨利を得た｡その過程で､台湾を足がかりに蘭印など東南ア

ジアへの ｢南進｣を図る日本の官民と密接な関係を結んだはか､オランダ金融

機関や商事会社との関係も築いていたし､ジャワにあっては在地華人社会の商
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業ネットワークも存分に活用している｡さらに中国本土への関心も高く､辛亥

革命への資金的支援や故郷福建での教育 ･公共事業への寄付も行なったことが

知られている｡これらの活動の基盤として､彼は中国籍とオランダ臣民籍とい

う ｢二重国籍｣に加え､台湾籍ひいては日本籍さらには ｢ヨーロッパ人と同等

の法的地位｣を時と場所に応じて使い分け､利用した榊｡

郭春枚は､目･中 ･蘭印籍以外に英国籍 (大英帝国臣民籍)をもある時点で

取得し､1920年代半ば以降には､おそらくそれを利用して香港に事業拠点香

移す8分｡当時まだ世界最強と目され､アジアにも多くの植民地と通商ネットワー

クを有した大英帝国の臣民籍を持つことは､国際商業に携わる人間にとって利

便性が高かったろう｡かくして､日本 ･中国や居住国籍に英国籍をも加え､2

-3以上の ｢国籍｣を所持することは､ひとり郭春枚に限らず､東南アジアの

台湾籍民一般にみられたらしい細｡

ただし､こうした機会主義的な多重国籍者の存在や活動が比較的鷹揚に許容

されていたのは､概ね1910年代までである｡1920年代に入ると､日本の在南

洋領事館の間でも､郭春秋を代表的事例として挙げながら､複数国籍の便宜的

な使い分けを問題視する動きが出始める [工藤 2005a:15-16]｡日本のみなら

ず､蛾烈な帝国主義的競合の末に第一次大戦を経た欧米列強が､植民地住民を

含めたあらゆる人々の ｢帰属｣と ｢忠誠｣をより厳密に管理統制する必要につ

いて共通認識を抱き始めたことが､やがて1930年の--グ条約に代表される

｢一人一国籍｣の原則確認へ向かう一つの要因であったと思われる｡

さらに第二次大戦を経て植民地体制も崩壊し､国際規範としての国民国家体

系の確立へ向かう20世紀の大きな潮流からみると､郭春秋のような能動的

｢多重国籍｣者の存在は､帝国主義時代のはざまを縫って咲いた徒花であり､

ごく一握りの人々に限られた現象に過ぎなかったとみることもできる｡逆に､

国民国家体系の限界や虚構性､ナショナリズムの負の側面がますます露わになっ

た今日､喧伝される ｢ボーダレス化｣を先取りしていたかのように､｢東アジ
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ア一帯を見据えて柔軟に国境を超えていった｣ [工藤 2005b:23]人々として

ポジティブに再評価することも可能である｡

おわりに

序論で述べた通り､本稿は20世紀前半を中心とする蘭印華人の ｢国籍｣や

それに関連する法的地位の錯綜した状況を､通説とはかなり異なる側面に光を

当てながら整理することを主眼にした｡その際 ｢歴史的に考察｣すると述べた

含意は二つある｡一つはなるべく当時の状況に即して当該の時代そのものを理

解するように努めることである｡もう一つはその後に続く時代や今日の観点か

ら振り返ってどのような意味を見出し得るのかを考えることである｡

後者の立場から何事かを言うには､本稿に記 した蘭印期とりわけ20世紀前

半の状況が､日本軍政や独立戦争を経て､20世紀中葉から後半にかけてのイ

ンドネシア華人の ｢国籍問題｣や ｢華人問題｣の諸局面に､どのように接続し

ていったのか､つぶさに検証し直す必要がある｡その際､1958年のインドネ

シア国籍法が血統主義を採用した経緯や意味の研究､冷戦期の台湾との関係を

含めた研究などは､筆者自身を含め､全くなされていないことは既に触れた｡

それらを課題として残しつつ､現時点である程度確実に言えることは､1950

年代以降の ｢国籍問題｣のみならず､今日まで続く ｢華人問題｣全般の基底に

ある ｢華人｣という住民カテゴリーの区別や､それに基づく華人 ･非華人間の

相互不信や差別､それらを様々な形で助長 ･利用している国家の役割などが､

相当程度､植民地期の制度に由来していることは間違いない､という点である｡

ただし､｢植民地支配が悪かった｣ですむ話では到底なく､国家と国家､国

家と住民､住民相互の応酬において､今日まで日々､区別や差別や対立を生む

構図が再生産され続けてきたという視点を忘れてはなるまい｡また､｢華人問

題｣は決して ｢国籍｣や法的地位だけの問題でなく､それらと密接に関わりつ
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つも次元の異なる､社会 ･経済 ･文化など様々な領域の問題も絡むことも強調

しておく必要がある｡

蘭印～インドネシア華人の国籍問題､とりわけ ｢多重｣国籍の実相という本

稿の出発点に立ち返るなら､それが ｢二重国籍｣という単純な構図でなく､は

るかに複雑だったことは繰り返すまでもないだろう｡関係各国や政府以上に問

題の当事者たる華人たち一人一人の人生 (それはしばしば半世紀を上回る)の

時間軸の中で余儀なくされた変化や断絶､また同じ家族の中での世代間の相違､

さらに各地の多様な華人コミュニティ全体の歴史的な経験という観点に立てば､

とりわけ20世紀初頭から中葉にかけての蘭印･インドネシア華人の ｢匡】籍｣

ないし法的地位は､｢二重｣をはるかに上回る多元性 ･重層性に特徴づけられ

ていた (30ページのチャート図参照)0

最後に､20世紀初頭から中葉にかけての東南アジアで､とりわけ華人など

移民に由来する人々の ｢国籍｣が重層しつつ変遷した諸要因をやや一般的に整

理するなら､次の諸点が挙げられよう｡(1)資本主義的植民地開発や交通技術

の進展を背景とした､大量の人間の地域間移動と定着､および新世代の再生産｡

(2)諸帝国による国家領域としての地理空間の分割､国境の確定｡(3)国境

を超える人流や領域内の住民に対する国家の把握管理の開始と強化｡(4)国

籍決定要件の世界的不統一O(5)帝国一般が本来的に持っ多様な住民の包摂

性｡(6)植民地帝国の ｢入れ子｣構造｡(7)前二項の基盤および結果たる､

域内住民の区分と差別待遇｡(8)諸帝国の解体 ･瓦解｡(9)国民国家形成と

その基礎的条件としての住民の国籍確定への動き｡(10)冷戦下における ｢二

つの中国｣の分立 ･対立､およびそれぞれの東南アジア諸国との関係の貯余曲

折｡(1)～ (10)の諸現象が､人の一生の丸々収まる半世紀はどの問に起き

たことも､20世紀という激動の時代を国籍の観点から考える上で重要であろ

う｡
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付記 本稿は､2005年3月21日に京都大学文学研究科での ｢帝国 システムの

政治 ･文化的比較研究｣研究会で発表 した､｢《七つの国籍》のはざまで一
蘭印～インドネシア華人の法的地位｣と題する考察を基にしたものである｡

報告の機会を与えて下さった紀平英作先生と諸連絡の労をとって下さった吹

戸真美氏に感謝申し上げる｡また､貴重な資料 ･情報を提供 して下さった王

何先生 (神戸大学)と工藤裕子氏にも御礼申し上げたい｡

【註】

(1) 第2次大戦後､中国系移民や子孫が最も多く住んでいた東南アジア地域が次々と

独立し国民国家統合を進めるのに従い､それぞれの居住国の国籍を取得した者を華人､

中国や台湾籍を保持する者を華僑と呼び分ける方法も徐々に普及した｡しかし､本稿

のように､まだ植民地支配が優勢で国籍帰属も嘩味だった20世紀前半を扱う歴史的考

察には､この華僑と華人の区別は全く有効でないoそこで､国籍や出生地､政治 ･文

化的志向の如何に関わらず､中国系の移民とその父系の子孫を全て (広義の)華人と

総称する｡

(2)正式名称は ｢複数の国籍法の抵触に関連する特定問題群についての条約｣

(ConventiononCertainQuestionsRelatingtotheConflictofNationality

Laws)｡1930年4月12日-ーグで締結され､同年7月1日発効した｡http://www.

geocities.co.jp/SilkRoad-Forest/4037/un/hague-1930.htm で英文の全文を参照

することができる｡ただし､タイトル訳は筆者による｡

(3)高木･末延･宮沢 [1957:405]｡第15条2項では ｢何人も､ほしいままにその国籍

を奪われることなく､また､その国籍を変更する権利を否認されることはない｣と続

く｡

(4)国籍唯一原則を強調した-ーグ条約が両大戦の戦間期に締結されたことは､20世紀

の戦争が臣民や国民を総動且する総力戦となったことや､ある国の成員であること

(国籍帰属)が兵役義務と直結するようになったことと深く関係していよう｡

(5)近代に大量の人々が移動するようになった複合要因として､植民地支配と手を携え
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ながら世界に拡大した資本主義､それが要請する経済開発と国際的労働市場の形成､

科学技術の驚異的な進歩とりわけ交通 ･通信技術における革新とその大衆化､戟争や

革命などの政治的動乱､などを最低限挙げねばならないだろう｡

(6)1990年代中葉の時点で､なお残るインドネシアの華人問題について ｢華人｣という

カテゴリーの政治 ･社会的な創出 ･維持 ･再生産という観点から考察 した拙稿

[2000]を参照｡

(7)Willmott[1956],Coppel[1970]は英語で書かれたものの中では最も轍密で典拠

もしっかりしているが､出版時期がかなり古く､その後の研究を反映できていない｡

Coppel[2002]は最新の研究動向を取り入れ､特にオランダ本国と蘭印の相互作用

については貴重な情報を含む｡反面､中国や台湾 ･日本など東アジア情勢に関する考

察が弱い｡蕪 [1993]には有用な情報もあるが､本稿の諸所で指摘するように､基本

的事実の誤認もかなり見受けられ､注意して用いる必要がある｡これら以外にも､イ

ンドネシア華人やオランダ･蘭印 ･インドネシア全体に関する諸研究の中で､やや断

片的ながら華人の国籍や法的地位に触れた重要な情報も多いので､本稿ではそれらを

比較検討しながら活用してゆく｡

(8) ｢臣民 (梶)｣､｢市民 (梶)｣と ｢国籍｣の違い､また ｢人種｣と法的地位の関係に

ついては､蘭印での実際の適用･使い分けのされ方に即し､本文次節以降で具体的に

記述してゆく｡

(9)吉田信の研究 [2002:116-117]によれば､フランス革命に伴う本国のフランス支配

と､東インド植民地のイギリス支配を脱した後､オランダ王国政府は､1818年､1827

年に植民地統治の法制化を試みるが､これらは公布されなかった｡1830年と1836年に

も統治法が施行されたが､それらの内容は特定の事項に限定されており､植民地統治

にとって部分的な意義しか有していなかった｡

(10) ファーニパルのいう複合社会とは､｢二つ以上の要素ないし社会秩序が､一つの政

治的単位の中で､融合することなく､隣り合わせに並存している社会｣のことである｡

インドネシアをはじめ東南アジアの植民地社会の構造についての概説書には必ずといっ

てよいほど紹介され､権威化した｡それに伴い､彼の説明枠組である ｢ヨーロッパ人

/外来東洋人/原住民｣という三つの住民カテゴリーが､あたかも植民地期を通して継

続していたかのような記述がしばしば見受けられるo例えばインドネシア史の碩学の
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一人であるオンホッカムでさえ､｢1854年の統治法で､ヨーロッパ人/外来東洋人/原

住民が法的呼称となり､-各々別の法体系に属した｣[Onghokham 1989:160]と書

いているが､誤解を与える表現である｡

(川 1854年統治法の原文と詳しい法的注釈は､Gautama[1958:38-40]を参照｡著者

Gautamaは彼自身､インドネシア華人の法学者である｡1958年に初版が出されたこ

の著作は､もともと国籍問題に対処する上での実用書として版を重ねてきているが､

オランダ法学に対する深い造詣に基礎づけられた本文に加え､付録として関連法令が

豊富に収録されていることにより､華人の国籍や法的地位の変遷について学術的に研

究する上でもきわめて有用な参考書 ･資料集と位置付けられるOなお､葉 [1993:116]

は1854年統治法109条で ｢准ヨーロッパ人｣に日本人が含まれていたと記述 している

が､これは明白な誤りである｡本稿3節で述べる通り､日本人は彼のいう ｢准原住民｣

の方に分類されており､｢ヨーロッパ人と同等の法的地位｣を得るのは1899年以降の

ことである｡

(1診 永積によれば､1854年以降､原住民キリスト教徒のヨーロッパ人身分への編入は磨

止された｡

(13) 1925年の東インド国家組織法 (特に163条)の制定を重視するのは､文中に挙げた

Coppelのほか､Fasseur[1994:49]及び吉田 [2002:138]である｡深見 [1997:42]

は､1919年に統治法の一部改正で三区分が明瞭に規定され､1925年の東インド国家組

織法にも引き継がれたとするOこのほか､Suryadinata[1993:83]は1907年に三分

法が法制化されたと記述するが､具体的な論拠は挙げられていない｡おそらく､この

年の統治規則 (RegeringsRegelment1907)で､｢ヨーロッパ人､原住民､外来東

洋人に各々異なる民事法が適用された｣[Vasanty1971:356note3]ことを指 して

いるものと思われる｡

(14) 以上については､Cator[1936:49-50],Willmott[1956:2],[1960:19],吉田

[2002:13]などを組合した｡

(15)1860年以降はぼ5年ごとの ｢植民地報告｣を主たる典拠とする華人人口の推移が [

Volhstelling1930DeelVII:48]にまとめられている｡また､1899年 ｢原住民 ･

アラブ人問題顧問官｣が主要な植民地都市に置かれたのに対し､翌1900年 ｢中国人問

題顧問官｣が別途設置されている [Yamamoto1989:52]｡外来東洋人の中でも華
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人に次ぐ人口のアラブ系住民は､イスラームという宗教を大多数の原住民と同じくす

ることから､そちらと一括して監視の対象にされたものと思われる.

(16)1920年の国勢調査を分析した [Coppel1973]および [Volhstelling1930]に拠

る｡

(17) ｢中国人 (Chinezen)｣こそ､東インド会社時代以来､中国系住民に対するオラン

ダ側の一貫した総称であるが､それでも18世紀から19世紀初頭までは､多くがムス

リムでもあったプラナカンを中国人の ｢亜種｣と捉える認識と制度が残っていた｡19

世紀後半からはそれが消えた｡生まれと文化の混血性に焦点を当てたプラナカン史の

素描として拙稿 [2003]を参照｡

(18) ちょうど20世紀に入る頃､蘭印植民地はいわゆる ｢倫理政策｣の時代を迎えていた｡

倫理政策には様々な側面があるが､社会経済的に立ち遅れた ｢原住民｣の保護 ･育成

が一つの基調であり､その文脈では華人は原住民を搾取する存在として倫理政策派の

オランダ人からも敵祝された (典型的には華人の高利貸しを規制し､国営質屋などの

庶民金融機関が整えられた)｡また､この時期､19世紀半ばから後半に植民地財政を

支えた阿片などの請負制度が廃止に向かい､それを担ったプラナカンたちは､請負制

度と共に (旅行制限を免除･緩和されることによって)発展させてきた商業ネットワー

クもろとも､経済的基盤を掘り崩されつつある､ という危機感を抱いていた｡

[Williams1960],[白石1972-73]など参照｡

(19)以上に列挙した華人への差別的待遇については､主にTHHK [1950:14-15]､

Willmott[1956:2-7]､Williams[1961:40]､白石 [1972:42-43,64-65],[1973:39-

41],Suryadinata [1981:72,138-140],[1993:77-86],Onghokham [1989:158-

161],Rush[1990:15]などを参照 ･総合した｡

CZO)特に居住区指定制度と旅行制限制度､慈恵的な運用で悪名高かった警察裁判制度な

どは､1904年頃から1910年代にかけて廃止される｡同じ頃､服装 ･髪型の制限もなく

なる｡公教育については､1908年以降､華人子弟向けのオランダ式学校 (HCS)が主

だった都市に設立され始める｡これらの経緯の典拠は註19とほぼ同じである｡

(2D 対準 [2004:10-46]は1910年国籍法にかなり先だっ1868年､清朝が米国との間に結

んだ蒲安臣条約 (パーリンゲーム条約､天津条約への追加協定)を ｢華僑の国籍に関

する最初の二国間条約｣だとして､その歴史的意義を強調している0
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622) この顛末はSuryadinata[2002:17]]に引用されているOその典拠となった北京

大学のLiGuilianの論文 ｢晩晴国籍法与国籍条例｣『法学研究』70号 (1990年)は

残念ながら未見である｡清から中華人民共和国までに至る中国側の国籍法の原文は刺

準前掲書を参照した｡

C23)以上の記述のうち､オランダ臣民法自体の原文を含めた解説は主としてGautama
[1958:47-72] を､華人運動の展開や ｢原住民｣ の運動 との関係については､

Williams[1960],Suryadinata[1981],白石 [1972-73]などを参照｡

伽領事条約に向けた清 ･オランダ間の駆け引きの過程､両国国籍法との関係､締結さ
れた条約の意味合いなどについては､満鉄東亜経済調査局 [1940(1986):143-149]､葉

[1993:1161120]､Suryadinata[2002:1711172]などを主に参照｡

¢9 中華民国の国籍法には､1912年に北京政府が発布したもの､1914年にそれを改正し

たもの､1929年北伐後の統一南京政府がさらに再改訂 ･公布したものがあるが､ふつ

う1929年のものが代表的に言及･引用されることが多い｡いずれも第1条で ｢出生時､

父 (父が不明などの場合は母)が中国人である者｣が中国国籍に属する､と規定し､

血統主義を基本にしている点で変わりない｡剖準 [2004]参照0

CO オランダの国籍法制定をめぐる動向については､ほぼ吉田 [2000],[2002]と

Gautama[1958]に依拠したD蕪 [1993:116-117]は､1892年の ｢オランダ国籍及

び居住権に関する法律｣を ｢オランダの制定した最初の国籍法｣だとするが､1850年

の法律 (正式名称はWetvan28Juli1850)を ｢1850年国籍法｣と捉え､その成立

過程と内容､意義を詳細に検討した吉田の議論の方が説得的である｡吉田 [2000:24,

32],[2002:125]によれば､1850年国籍法に先だち､1838年に施行された民法典5条

から12条に国籍規定があり､｢オランダあるいはその植民地においてそこに定住 して

いる両親から生まれた者｣をオランダ人と定めていたが､植民地に対して1848年に施

行された民法典からは国籍規定が削除されたため､民法典による国籍規定は本国でし

か効力を持たない状況となっていた｡

即バクビアにおける最初の中華会館設立が､日本人法の成立の翌1900年だったことか
らも､蘭印の華人運動をとりあげた研究で､この因果関係に触れないものはないQ同

中華会館の設立50周年記念冊子にも ｢とりわけオランダ人と同列に置かれた日本人に

比べ､我々華人は然るべき地位を得ていない､と感じられた｣ことが1900年設立の動
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因として最初に挙げられている [THHK1950:14]｡日本人法自体を対象にした数少

ない研究､HenricusLijnkampによるDe"JapaTmeru)et"(Utrecht:N.Ⅴ.A.

Oosthoek'sUitgeversMaatchappij,1938)にも､同法が ｢これに反発した中華系

住民の民族意識の覚醒を促すこととなった｣との指摘があるという [吉田2002:137]｡

ただし､華人運動の勃興には､清朝政府 ･変法派 ･革命派など中国側諸勢力からの働

きかけや､蘭印における倫理政策の開始と共に華人の経済的･社会的基盤が掘り崩さ

れる危機意識が高まったことなど､複合的要因があったことは､本稿の註18で触れた

通りである｡日本人の ｢ヨーロッパ人との法的地位の同等化｣が､裁判などにおいて

実際どのような待遇の違いを華人との問にもたらしたかについては､[Coppe1

2002:134]に具体的描写がある｡

脚 この1930年の中華民国､オランダ政府双方における動きは [Coppe12002:138]に

整理されている｡また､当時この動きを注視 していた蘭印華人の様子は､Djawa

TengahRevieLu1929年12月号617頁､1930年6月号7-9頁などに覗える.

eg)華人や原住民の法的待遇に関しては､オランダ支配層 (政治家 ･植民地官僚 ･法学

者など)の間で必ずしも意見の一致をみていたわけでなく､19世紀以来､全住民に一

元的な法を導入すべきと主張する ｢統一派｣と､ヨーロッパ人と他を峻別 し､とりわ

け原住民には各種族ごとに伝統的な慣習法 (アダット)を適用すべきとする ｢アダッ

ト派｣の対立がみられた｡結余曲折を辿った両派の応酬については [Fasseur1994],

[Coppe12002]を参照｡蘭印華人とりわけプラナカンの中には､華人ましてや原住

民をヨーロッパ人と ｢同等化｣することが植民地支配の根幹に関わる (従ってあり得

ない)ことを見抜き､ヨーロッパ人との同等化でなく､蘭領東インドに代わっていず

れ実現する (べき)独立国家で ｢インドネシア人｣となる人々 (その中心とfj:る ｢原

住民｣)との連帯を唱える勢力も､1930年代に少数ながら出現したOその組織インド

ネシア華人覚 (PTI)の活動と植民地下における挫折について､拙稿 [1993]で分析

した｡

00)Coppel[2002:133-134]は､総督令によって ｢官報上のヨーロッパ人｣となる道

が､｢原住民 (及びそれと同等祝される者)｣に開かれたのは､1871年だったとしてい

る｡

(3tI以上は吉田によるが､Gautama[1958:41]は､同等化の要件として1884年までは
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ヨーロッパ人社会への完全な適応能力 (volkomengeschlktheid)､1884年まではキ

リスト教の信仰が依然求められ､1913年に至ってようやく関連する法的要件が重視さ

れるようになったとしている｡

82)吉田 [2002:1341136]による｡Coppelibid.は､吉田の論とやや異なり､｢官報上

のヨーロッパ人｣の大半がヨーロッパ人と結婚 した女性とその子供だったとしている｡

1881年から1940年の蘭印における､移民を除く ｢ヨーロッパ人｣人口増加の3分の1

以上はこのような人々であったという｡Endeman[1986:55]は､｢官報上のヨーロIIJ

パ人｣となった当時の ｢原住民｣や華人が ｢オランダ人よりオランダ人らしく｣振舞

おうとするが､出身コミュニティから疎外され､オランダ人社会からも十全に受け入

れられない中途半端な存在になっていた様子を描写している｡ただし､Endemanは､

1913年に東インド覚の指導者スワルディ･スリャニングラットが植民地支配を批判 し

た論文を解説する中で上述の描写を行っていること､｢官報上のヨーロッパ人｣の地

位を ｢オランダ市民としての地位｣(BurgerlijkeStand)とも言い換えていること

などから､本文中で次に述べる1907年の帰化法により ｢オランダ市民｣の地位を獲得

した人々を指してこの記述を行っている可能性もある｡

03)満鉄 [1940(1986):145]､中村 [1980:67]､Suryadinata[1971:10footnote26]､

およびマックネヤ [1945:102-103]｡最後のマックネヤ訳書の原本 [MacNair:1933]

は､満鉄 [1940]該当箇所の主要な典拠ともなっており､わが国では東京の国立教育

政策研究所 ･教育研究情報センター教育図書館に所蔵されているが､劣化のためか館

外貸出し･複写とも禁じられており､残念ながら本稿脱稿までに閲覧する機会を得ら

れなかった｡訳書によれば､｢1907年の終りに近く､-欧州人と同一の商法並びに民

法を適用され得るという所謂､『同化法』(AssimilationLaw)が可決された｣ と

｢同化法｣という表現も用いられている｡他方､Gautama[1958:41footnote76]は､

MacNair原書が､ヨーロッパ人との地位同等化 (オランダ語のgelijkstelling)杏

帰化 (英語でnaturalization)と訳していることについて､｢これは国籍 (インドネ

シア語のnationalitas)に関する法ではなく､住民グループの差異を制限したものに

過ぎない｡彼のような専門家でさえこの点を取 り違えている｣ と批判 している｡

Willmott[1956:6]には､"In1917anewmeasureallowedcertainindividual

ChineseorIndonesianto"assimilate"themselvestoDutchlegalstatus"

127-



という記述があるが､それ以上の具体的内容も典拠も示されておらず､1907年の法を

指しながら､1917年と誤記した可能性もある｡また､満鉄 [1940(1986):146]は､小

林 [1931:275-6]に依拠して､｢オランダ当局は､-1908年に在住華僑を強制的に和蘭

国籍に移し､以って支那との関係を断絶せしむる手段を採り､ここに清蘭両国間に数

次外交上の応酬を見るに至った｣と記しているが､ここでいう ｢1908年の強制移籍｣

が具体的にどのような法的措置を指すのか､不明である｡

(34)Gautama[1958:43Footnote88],工藤 [2005a:10,12-15],Lohanda[2002:

101]｡このうち､工藤 [2005a:2-3]によれば､蘭印における台湾籍民は渡航の時期や

動機によって大きく4つのパターンに分類できる｡すなわち､(》元々蘭印に居住し､

日本の台湾領有に伴って自動的に日本籍を取得した台湾出身者､②ヨーロッパ人待遇

を得るために何らかの方法で台湾籍を取得した蘭印在住の華人､③日本の領台後､特

に大正期の南進ブーム以降に台湾から自発的に蘭印に移住した台湾人､④第二次世界

大戦中に軍属として蘭印に渡った台湾人､がそれである｡このうち､①の ｢日本の台

湾領有 (1895年)に伴って自動的に日本籍を取得｣という表現には若干留保が必要で

ある｡本文中に中村の研究を引いて示した通り､1895年の日本の領有後､1897年には

じめて台湾住民の日本帝国臣民の地位が確定し､蘭印在住者の地位確定も､1909年の

在蘭印日本領事館開設後の交渉と確認作業が必要だったからである0

(姻 以上､中村 [1980:431]および工藤 [2005a:3]による｡

86)わが国では中村 [1980:76]がこの事実の ｢再発掘｣において先駆的である｡工藤

[2005a:8]によれば､植民地期のジャワを旅行した竹越輿三郎は､清国人の兄と台

湾人の弟と出会った時の話を次のように記している:｢聞く所によれば兄弟等しく三

十万の財産あり｡而して兄は清国人たるがため､三千円の租税を徴収せられ､弟は日

本人なるがため､一千五百円に止まると云ふ｡其の如くして支那人の間に生ずる問題

は､何故に同一人種にして､一人は痛苦あり､一人は幸福なるかと云ふにあり｡｣

87)以下､郭春秋について､林 [2000]以外はもっぱら工藤 [2005a],[2005b]に依拠

した｡工藤の前者は卒業論文､後者はそれを約半分に縮めて発表されたものである｡

後者の方がコンパクトにまとめられている (基本的な論旨は同じである)が､こまご

まとした情報は前者の方が豊富なので､本稿での引用はご本人の許可を得た上で､オ

リジナルの卒論である前者の方から行っている｡なお､郭春枚に関する先行研究とし
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てPeterPost[2002]もあり､工藤によって批判的に引用されているが､筆者は未

見であるO

㈹ 以上､主に工藤 [2005a],[2005b]に拠る｡なお､福建生まれの郭春秋がいつどの

ように台湾籍を得たのか明らかでないが､遅くとも1906年頃までに台湾総督村に直接

働きかけることによって獲得したと推測されている [工藤2005a:17-18]o

Og)工藤 [2005a:26-27]によれば､その一因は第一次大戦後､蘭印政庁によって課され

ようとした戦争利益税の負担から逃れることだったとみられる｡郭は1935年に香港で

捜し､葬儀は台湾で営まれた｡

(48)台湾籍民に関しては､林 [2000:6]が日本外務省外交史料館文書に基づいてそのよ

うに述べている｡このほか､郭春秩同様スマランを本拠とする砂糖輸出を中心に､蘭

印随一にして東南アジア最初の華僑財閥をなしたと称される黄仲極も ｢オランダ､イ

ギリス､或いは日本に入籍帰化していた｣との説がある [葉1993:81]｡(黄仲廟は蘭

印生まれだが最終的にシンガポールに本拠を移し､そこで投 した)｡また､商人や企

業家でなく､文筆家にもみられた事例として､1920年代から30年代にかけてやはりス

マランを本拠にジャーナリストとして活躍したChanKokChengも､一般には蘭印･

インドネシア華人として知られるが､英領海峡植民地生まれで英国臣民籍を持ってい

た｡面白いことに､Chanは註29で触れた ｢インドネシア志向｣の華人政党 PTIの

中部ジャワにおける精力的なスポークスマンであった｡つまり ｢英臣民｣でありなが

ら｢インドネシア･ナショナリズム｣を鼓吹していたことになる (彼は第 2次大戦後

の1959年にインドネシア国籍を取得する)[Suryadinata1995:11]｡
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20世裾前半 傭印～インドネシア肇人の潜在的･確定的な ｢国籍｣及び法的地位の量JI･変遍概念図 ⑥ 貞好
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